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総合文化センター等跡地活用基本計画策定支援業務

―仕様書―

１ 業務名称

総合文化センター等跡地活用基本計画策定支援業務

２ 業務の目的

本事業は、稲沢市総合文化センター及び国府宮市街地住宅用地（国府宮市街地住宅用地につい

ては、本市が独立行政法人都市再生機構から取得予定）の跡地を整備するにあたり、「総合文化

センター等跡地活用基本構想」を踏まえた、施設に求められる目的・機能、施設計画の条件等を

整理し、施設の基本的な計画内容をとりまとめるとともに、整備・運営に関して民間活力を導入

する場合の事業スキームを検討し、効果及び課題等を整理し、民間活力導入による事業の実施可

能性について評価することを目的とする。

なお、対象街区については、別紙のとおりである。

３ 業務の内容

（１） 前提条件の整理

敷地の権利関係や土地利用規制、他の地方公共団体における類似施設の事例、補助金・

起債等の財源調達手法その他検討すべき前提条件を整理する。

なお、実施にあたっては、「総合文化センター等跡地活用基本構想」を参照すること。

（２） 導入機能の精査

（１）を踏まえ、公共及び民間の導入機能を精査する。

（３） コンセプト案の作成

（１）及び（２）を踏まえ、施設整備の目的と基本となるコンセプトの案を作成する。

なお、作成に当たっては発注者と複数回の協議を行い、適宜修正等の対応をすること。

（４） 整備方針及び施設計画の作成

（３）で作成したコンセプト案に基づき整備方針及び施設計画を作成する。

なお、作成にあたっては、以下の項目を含め、その他整理すべき項目を検討し、提案す

ること。

ア 平面計画、配置計画、立面計画、イメージパースの作成

イ 動線・ゾーニング計画の検討

ウ 公共と民間の駐車スペース活用方法の検討

エ 事業実施に係るリスクの抽出

オ 官民の適正なリスク分担の検討

カ 事業全体のスケジュールの検証

（５） 基本計画策定のための市場調査

民間事業者との対話により、（３）及び（４）で作成したコンセプト、整備方針、施設

計画、管理運営計画に対する意見や事業化に向けた課題、参入する意向等に関して調査を

実施する。

調査結果を整理・分析し、コンセプト、整備方針、施設計画に反映させる。
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（６） 総事業費の算定

本事業の実施にあたり必要となる概略整備費及び維持管理・運営費を算定し、公共と民

間の負担割合について検討する。

（７） 基本計画策定のための支援

基本計画の策定に関し、市の相談に応じ、市への指導、助言、企画、提案、調査、必要

となる資料の作成、その他の支援を行う。

（８） 事業スキーム案の作成

整備する施設の特性を踏まえて、官民連携の事業方式について、メリット・デメリット

を含めて検討し、事業スキーム案を作成する。

（９） 民間事業者の参入意向調査

（８）で作成した事業スキーム案を基に、民間事業者の参入意向について、市場性調査

を実施するとともに、把握した意見を事業スキーム案に反映させる。

なお、実施手法については、発注者と協議の上、決定すること。

（１０）財政負担額の検討

（９）で作成した事業スキーム案をもとに総事業費を試算する。

ＶＦＭを算出（ＰＦＩ方式以外の場合においても同様）し、整備費用、維持管理費用、

運営費用を試算するとともに、補助金の活用や起債メニューの整理を行う。

（１１）課題等の整理

官民連携による整備の場合に想定される課題を抽出し、その対応策を検討する。

（１２）総合的な検討・評価及び市への総括提案

前項までの検討結果を踏まえ、本事業を定性・定量両面から検討し、最適な事業方式を

市へ提案する。

（１３）民間事業者公募に向けた検討

公募のアドバイザリー業務に係る概算費用を算出し、主な公募条件を検討する。

（１４）その他

ア 打合せは、業務着手時、中間報告時、成果品納入時の他、必要に応じて実施する。

イ 基本計画策定に当たっての、地元説明会の開催やパブリックコメントの実施など市民

参加手続きに関する支援を行う。

４ 成果品の納入

（１） 中間報告書

令和８年度以降の予算計上のために必要な項目（中間報告時点における施設計画素案、

概算事業費等）に係る中間報告書を令和７年９月に電子データにより納入すること。な

お、電子データの形式については、優先交渉権者と協議するものとする。

（２） 報告書

報告書１部及び電子データを契約期間内に納入すること。なお、電子データの形式につ

いては、優先交渉権者と協議するものとする。

５ その他

（１） 本業務については、契約後、業務の進め方や進捗状況等について適宜協議を行いながら進
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めるものとする。受注者は、協議後は速やかに協議録を作成し、市へ提出するものとする。

（２） 本仕様書は総合文化センター等跡地活用基本計画策定支援業務の実施に必要と思われる事

項を明記したものであり、業務を限定するものではない。優先交渉権者決定後、企画提案さ

れた内容を基に、協議のうえ変更する場合がある。

（３） 権利の帰属等

① 本業務により得られた成果品に係る著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定す

る権利を含む）、所有権は本市に帰属するものとする。また、成果品に係る知識、技術に

関する権利等について、本市は本事業の範囲において非独占的に使用できるものとする。

② 成果品は、本市が自由に二次使用（ホームページへの掲載等）できるものとする。

③ 著作権、肖像権を有する画像、地図等データの使用に関する許可申請等は受注者側の

責において行うものとする。なお、権利関係の明確でないデータを使用したことが明ら

かとなった場合は、直ちに本市と協議の上、受注者の責において訂正・回収・刷り直し

等適切な対応を速やかに行わなければならない。

（４） 本仕様書に定めのない事項については、優先交渉権者決定後、本市と都度協議を行い、定

めるものとする。


